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TODAY’S KEYWORD

2020年2月21日発行 ［インテック・トゥデイ］

 「IoT（Internet of Things）」に対して、「IoH（Internet of 
Human）」という言葉が登場しています。IoTの対象が、モノ
からヒトになったものです。
　現在、多くの人がスマートフォンやスマートウォッチなど
を携行しており、持ち主は常にインターネットに接続されて
いる状況にあるといえます。そのため、これらの機器に内蔵さ
れた各種センサーから、位置情報や移動速度、嗜好など、ヒト
の状況や行動に関するデータを集めて分析できれば、ビジネ
ス現場での活用も可能になります。マーケティング情報の収
集やオフィスでの生産性向上、工事現場や製造現場での安全
性向上などが期待できるでしょう。

　さらに、腕時計型のセンサーで血糖値や心拍からのストレ
ス度合いを計測するなど、ヒトの状態を計測する技術も次々
と開発されています。普段通りに生活するだけで、健康状態を
チェックすることも可能になりつつあります。
　最終的には、IoTとIoHを組み合わせることで、モノとヒト
に関する情報をつなぎ、効率的かつ人間にとって心地よい社
会を作り上げることが、IoH の大きな目標と言えるでしょう。
　インテックは、ランドセルにセンサーをつけて登下校時の
子どもの行動をデータ化し、見守りに生かすなど、すでに富山
地区でIoHの取り組みを始めています。今後もお客さまの課
題解決に役立つIoT、IoH環境の構築を支援していきます。
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5G時代  始まる
走りながら新しい価値への挑戦を

ネットワークやシステムのあり方を変える可能性を秘める5G（第5 世代
移動通信システム）が、まもなく国内でも商用化される。
5G 時代に、企業はどのように新しい価値を生み出していけばいいのか。
どのような取り組みが、次世代の価値を見出す原動力になるのか。
国内の 5G 推進団体である第 5 世代モバイル推進フォーラム（5GMF） 
企画委員会委員長を務める東京大学大学院の森川博之教授との対話から、
いくつかのポイントが浮かび上がってきた（文中敬称略）。

鼎談
The 5G Special Talk

構成・岩元直久　撮影・住友一俊

特集 1

株式会社インテック 常務執行役員 
行政システム事業本部副本部長

谷口庄一郎
東京大学大学院工学系研究科工学専攻教授

森川博之 氏

株式会社インテック 常務執行役員 
ネットワーク＆アウトソーシング事業本部長

疋田秀三
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2020年、5G元年に	
どう向かい合うか

疋田： 今年はいよいよ、国内で 5G の商用
サービスが開始されます。5Gへの期待はど
のような点にあるでしょうか。
森川：5G に期待するのは、「みんなで作り
上げていく」ということです。新しい通信
サービスである 5G に対して、「何かを与え
てくれるもの」という受け身の考え方もあ
りますが、実は提供側も何ができるかわか
らないのが本音です。ユーザー企業は、通
信事業者など提供側に依存するのではなく、

「みんなで一緒に作り上げる」「みんながス
テークホルダーだ」という考え方をする必
要があると思います。
谷口：ニーズとシーズの双方から歩み寄っ
て考える必要があるということですね。
森川：5Gになったからといって、急に何か
新しいことができるわけではないのです。
3G＊1 から4G＊2 に移行するときも、これ以
上の高速通信性能はいらないという議論が
ありました。3Gの当時、例えば動画の広告
をモバイル通信で流すなど、ほとんどの人
にとって現実味がなかったわけですが、4G
の今は動画広告が当たり前になりました。

このように通信インフラが新しくなると、
新しいサービスが出てくるのです。5Gでも
同じです。通信の歴史が証明しているよう
に、インフラが生まれたときには新しい
サービスの登場は予測できません。だから、

「わからない」のです。
谷口：確かに、インターネットが登場した
ときも、何に使えるかなかなかわからな
かったですね。当時、通商産業省（現・経済
産業省）の支援を得て、インターネットを活
用した学びの場として「富山インターネッ
ト市民塾＊ 3」を立ち上げました。YouTube
もない時代ですから、ギリギリのインフラ
の中で学習のコンテンツを手探りで作って
いました。この取り組みはリッチなイン
ターネットを活用して現在も続いています
が、5Gになったらモバイルを含めてもっと
多様なことができるようになりそうです。
森川：インフラに余裕があると、サービス
やアプリケーションに対して考える余裕が
出てくるということだと思います。5Gと並
んで企業の変革のキーワードとなっている
DX（デジタルトランスフォーメーション）
＊ 4 も、なかなか実際に何ができるかわから
ない。5GもDX も、ビジネスの現場を変え
る役割を担います。私たちのように ICT 側
にいる者には、現場のことは見えにくいと
いう側面もあります。
疋田： インテックは 40 年以上に渡って
ネットワーク事業＊ 5 を提供してきました。
しかし、5Gで今以上に高速、低遅延になっ
たらどんな新しいビジネスが生まれるかと
いうと、確かに見通しが立ちにくいです。
技術者の構成などもこれまでのようにネッ
トワークのスペシャリストがいるだけでは
ダ メで、IoT ＊ 6 技 術 者 やデ ータサイエン
ティスト＊ 7 が必要になるかもしれません。
ビジネスの形も変わっていくのでしょう。
森川：変わる必要があると思います。以前、
研究室の学生に意図的に尋ねていたことが
あります。それは「君の研究が実現できたら、
どんな職種が生まれるか」という質問です。
新しい技術が登場することで、今ある職種
とは違うどんな職種が生まれるかを考える
ことは、今後の変化を俯瞰するヒントにな
るかもしれません。
　そうした例の 1 つが、洗濯機です。洗濯

＊1
第3世代移動通信システム。日本で
は2001 年に提供開始。3Gの普
及により、携帯電話でのデータ通信
の利用が大きく広がった。

＊2
第4世代移動通信システム。日本で
は 2010 年に提 供 開 始（かつて
3.9Gとも呼ばれたLTEの提供開
始年）。スマートフォンの普及と相
まって、モバイル通信のマルチメディ
ア化が進んだ。

＊3
富山大学、富山県民生涯学習カ
レッジ、インテックによる実証事業と
して1998 年にスタート。2002 年
から産学官民で共同運営を行って
いる。P19「富山のイノベーター」
参照。

＊4
ITを活用して新しい価値を創造した
り新しいビジネスモデルを構築するこ
と。

＊5
ネットワーク、データセンター、クラウ
ドと多岐にわたるサービスを仮想広
域ネットワーク「EINS WAVE」で提
供している。
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機は大変な家事労働を軽減させるために生
まれ、素晴らしい成果を残しました。でも
実際に世の中に与えた影響は、家事労働軽
減効果だけではありません。洗濯機の登場
で洗濯が楽になることで、人々は服を毎日
着替えるようになりました。衛生観念も変
え、たくさんの服を買うようになっていっ
たのです。衣類の種類も変わりました。こ
のように、巡り巡って世の中が変わってい
くという事象は、デジタルでも同じです。
予測ができないところに変化が生まれるの
です。

走りながら考えることで	
新たな価値を見出す

谷口：先にサービスの提供側が「こういう
ビジネスを生むぞ」と意気込むのではなく、
試行錯誤をしながら新しい価値に気づいて
いくということですね。
森川：そうです。走りながら考える。やる
前にはわからなかった価値に、走りながら
気づいていくわけです。そのとき、特に日
本人には「どこで中止するか」の撤退ライン
を先に提示しないといけないと思っていま
す。若い人には多くの挑戦をしてほしいで
すが、撤退のラインが見えないと無駄な努
力を継続するリスクがあります。撤退のラ
インを明確にすることで、挑戦しやすくな
ると思います。
谷口：中止の決定は、挑戦自体が無駄な努
力をしたことになってしまいそうで、勇気
が要りますね。

森川：ある企業の人から聞いた話ですが、
挑戦をやめるときにどうするかというと、

「引き出しにしまう」というんです。挑戦が
早すぎたら引き出しにしまう。でもいつか
タイミングが来たら引き出しを開けて使う。
これ、いいでしょう。
疋田：やってきたことは間違いではなく、
いつか引き出せる蓄えになるということで
すね。
森川：挑戦した人のモチベーションを下げ
ずに撤退するいい考え方だと思います。そ
して、引き出しにしまうときには、「なぜう
まくいかなかったか」を徹底して考えてほ
しいと思います。そこが撤退したときに得
られるノウハウです。
谷口：撤退するラインを決めて、その上で
撤退するときにはなぜうまくいかなかった
のかを徹底的に考える。そしてドキュメン
トに残して引き出しにしまう。これが大切
なことなんですね。
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　5G（第5世代移動通信システム）は、
2020年代の移動通信システムを支え
る規格として、国際的な標準化団体の
3GPPによって標準化が進められてき
た。移動通信システムとしては2019
年に米国、韓国で商用サービスが始ま
り、日本では2019年にプレサービス
を開始、2020年春に商用サービスが
提供される予定だ。

　5Gの特徴は、主に「超高速」「超低遅
延」「多数同時接続」の3点に集約でき
る。4G の LTE、LTE-Advanced が現
行では最大でも1.5Gbps 程度である
のに対して、5G では最大 20Gbpsと
いった「超高速」の通信が可能になり、
4K/8K映像や360度動画をモバイル
でやり取りできる。LTEの10分の1以
下の1ミリ秒の「超低遅延」の性能によ

り、ロボットや自動車などのリアルタ
イムの遠隔制御を可能にする。また1
平方キロメートルあたり100 万台と
いった膨大な端末の同時接続を可能に
する「多数同時接続」性能により、ス
マートフォンなどの利用だけでなく、
膨大な数のセンサーやIoTデバイスな
どを無線ネットワークでつなぐ活用の
幅を広げる。

「超高速」「超低遅延」「多数同時接続」を実現する5GColumn

＊6
Internet of Things（モノのイン
ターネット）。インターネットにつな
がった機器やセンサー等の活用に
より、インターネットを介してさまざま
なモノの状態を把握したり操作した
りすること。

＊7
データ分析のスペシャリスト。多様
なデータが利用可能になる中、デー
タに意味を与え、戦略を見出すと
いった職能を果たすことが期待され
るようになっている。
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ソリューションのカギは	
「きれいな心」で取り組むこと

谷口：5G のサービスが提供され、実際に
ツールとして使えるようになると、スマー
トシティ＊8 の実現にも寄与することになる
と思います。
　インテックでは、5G の前段階としてIoT
向けの通信に適した LPWA＊ 9 方式を使っ
て、富山市で子どもの見守りの取り組みを
行っています。ランドセルに IoT センサー
をつけて、子どもの登下校時の行動をデー
タ化するものです。子どもですから、登校

時は通学路を通るけれど、下校時はさまざ
まなところを通ります。それがデータとし
て把握できるようになって、どこを見守れ
ばいいかがわかるようになり、成果が出て
います。
　こうした取り組みの延長線上に 5G のソ
リューションもあるんでしょうね。価値が
どこにあるかに気づくことが大切になるの
でしょう。
森川：スマートシティになると、提供する
行政の視点だけでなく、生活している人の
視点も大切です。そこも含めた気づきは重
要ですね。
　もう1つ課題があるのは、誰がお金を払
うかということです。あるといいソリュー
ションであっても、お金を払うだけの価値
をどうやって提供するか。
疋田：確かにそれは重要な観点です。ここ
はお客さまと一緒に“気づく”ことが必要な
点ですね。スマートシティでは、官民一緒
にどうやっていくか、頭をひねらないとい
けません。
谷口：官民だけでなく、他の企業との共創
も 必 要 に な っ て き て い ま す。 共 創 や ソ
リューションを展開するには、何が重要に
なっていきますか。
森川：スマートシティもそうですし、何か
ソリューションを提供するとき、重要なこ
とは「きれいな心」だと思うんです。喜んで
もらいたいと思う心、相手と共感する心、
そうした心が必要でしょう。どうすればお
金になるかを強く考える「汚い心」からは、
新しい価値は生まれてこないのではないで
しょうか。きれいな心で取り組むことが、
すべてをうまく進めるポイントのように思
います。

「つなぐ人」	
「価値をつくる人」を評価せよ

谷口：新しい価値を提供するという意味で
は、インテックでは 営 業 担当者に「プロ
デューサーたれ」というメッセージを送っ
ています。
森川：「売ってこい」ではなくて、「価値を生
み出してこい」という発想ですね。ビジネス

＊8
ICTなどを駆使してインフラを効率
的に管理・運用し、より少ない環境
負荷や快適な生活を実現する都市。

＊9
低消費電力で遠距離通信を実現す
る通信方式で、IoTでの利用に適し
ている。Low Power Wide Area
の略。

大阪万博・電気通信館で未来の電話機として「ワイヤレス
テレホン」が展示される。実際に通話することができた

自動車無線電話提供開始。1985年に肩掛け式
のショルダーフォン、1987年に一体型の携帯
電話が登場

デジタル化によって通話の秘匿性が確保される
とともに、データ通信も利用可能に。1999年に

「iモード」などのインターネットサービスが開始
され、携帯電話でメールやネットの利用が可能
になった。同年にカメラ内蔵PHS、2000年に
はカメラ内蔵携帯電話発売

高速データ通信が可能になった。メールでの写
真の送受信が本格化し、PC用サイトがスムーズ
に閲覧可能に。2008年にはiPhoneが国内発売
され、スマートフォン時代がスタート

かつて3.9Gとも呼ばれた通信方式が4Gとして
スタートし、さらなる高速データ通信が可能に。
スマートフォンへの移行や動画視聴が本格化

春から全国各地で順次提供開始予定。超高速、
超低遅延、多数同時接続が特徴

1970年

（アナログ方式）

1G

（デジタル方式）

2G

（W-CDMA、
CDMA2000、

WiMAX）

3G

（LTE、WiMAX2、
AXGP）

4G

5G

1979年

1993年

2001年

2010年

2020年

日本におけるモバイル通信
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プロデューサーやビジネスデベロッパーの
能力が求められる現状にふさわしい考え方
だと思います。
　DX でも IoT でも、今後の 5G でも、日本
では PoC＊ 10 が多く行われています。一方
で、こんな技術があるからと、その価値を
よく考えずに実験だけを繰り返すというス
タンスでは、“PoC の屍”が積み上がってし
まうと感じます。その原因の1つは、日本で
はリソース配分が相対的に技術に寄りすぎ
ていることです。技術者はPoCの成果をビ
ジネスに適用する観点からは評価できない
ことが往々にしてあります。ここが重要で、
技術とビジネスをつないでいる人、プロ
デューサー的な能力のある人が、きちんと
PoC の価値を評価しなければならないで
しょう。
　スペシャリストとしての技術者はもちろ
ん必要ですが、もう少し真ん中のポジショ
ンでつなぐ人を増やしたほうがいい。価値
を作る人たち、プロデューサーがもっと必
要だと感じています。
　そうした取り組みの 1 つの例が、農業
ICT の普及展開のために始められた女性メ
ンバーによる「アグリガール＊11」です。彼女
たちは技術者ではありませんが、現場に入
り込んで課題に共感して、人のために役立
つことを実践してきました。
谷口：その発展型として、さまざまな企業、
自治体、大学等が参加して、多様な地域の
課題解決に取り組む女性チーム「IoTデザイ
ンガール＊ 12」が誕生しています。このプロ
ジェクトは教育や観光、ヘルスケアなど、
地域課題に共感して解決する取り組みを進
めており、インテックも参加しています。
参加した社員にはぜひたくさんの刺激を受
けてきてもらい、会社にフィードバックし
てほしいですね。
森川：共感する心が大切ですし、女性は共
感する力が強いですから、そうした力をう
まく活用していくといいですね。
　5GにしてもDX にしても、企業にとって
は既存の本業とは異なる新規事業の枠組み
として取り組む場合も多いでしょう。この
2 つ、新規事業と既存の本業はやり方が
まったく違います。本業で儲けたお金の一
部を使って、次の本業になる新事業への挑

戦をするわけです。
　本業はリスクを取らないでビジネスを進
めなければなりませんが、新規事業の挑戦
にはリスクがつきものです。失敗すること
も、ノウハウを得るためのステップです。
新規事業に取り組む人は、本業の儲けの上
でリスクを取りながら活動しているわけで
すから、本業の部門の人に感謝しなければ
いけませんね。その上で、5G や DX に取り
組むことが大切です。
谷口：新規事業に取り組む人は、本業の部
門に感謝しながら、一生懸命「やんちゃ」す
るというスタンスですね。
森川：5Gの影響に限らず、これから世界が
どう変わっていくかを見通せている人は、
誰もいません。だからこそ、本業でしっか
り稼いでもらって、その上澄みの一部を
使って「じわじわ」と新規事業に取り組んで
いくしかないと思います。
疋田：5Gの活用といっても、焦ってはダメ
なことがわかりました。引き出しを多く用
意して、じわじわと取り組んでいく必要が
あるのだということですね。その先に、今
は誰も気づかない新しい価値を見つけられ
る可能性があると思います。インテックで
も、若い力を生かしながら、5G時代の新し
い価値の創造に向けて取り組みを進めてい
きたいと思います。
森川：5G 時代に必要な経験と技術を持っ
ておられるインテックの取り組みに期待し
ています。

鼎
談 

５
Ｇ
時
代
　
始
ま
る

特集
１

＊10
概念実証（Proof of Conceptの
略）。新しいアイデアの実現可能性
や効果を検証するために行う。

＊12
企業や団体の枠を超えて、IoTの普
及促進に取り組む女性を育成する
プロジェクト。総務省の「地域IoT官
民ネット」のプロジェクトの1つとして
2017年から実施されている。

＊11
農業現場のICT化を推進するため
に、NTTドコモが女性メンバーで発
足させたプロジェクトチーム。

左から、常務執行役員 ネットワーク＆アウトソーシング事業本部長　疋田秀三、東京大学大学院工学
系研究科工学専攻教授　森川博之氏、常務執行役員 行政システム事業本部副本部長　谷口庄一郎
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「データ」を意味づけし	
「情報」による課題解決を

―まず、情報流通基盤サービス事業本部を
発足させた経緯についてお教えいただけます
か。
　インテックは1985年に、日用雑貨・化粧
品における業界VAN＊1サービスの構築・提
供・運営を行う株式会社プラネットを設立
しました。翌年には酒類・ 加工食品業界
VANサービスの株式会社ファイネットを設
立し、消費財メーカーと卸売業者間の受発
注 業 務 を サ ポ ー ト す る EDI ＊ 2 プ ラ ット
フォームを提供してきました。
　それまで卸売業者は個別にメーカー発注
業務を行っていましたが、業界 VANと共に
業務の標準化とデータベース・ネットワー
クの構築を図り、将来コストの削減を実現
したのです。これはまさに第18次中期経営
計画＊ 3 のスローガンである「ひらく、つな
ぐ、変える」の「つなぐ」を象徴するモデル
でした。
　しかし昨今、インターネットが私たちの
生活と密接にかかわり、大量のデータが
ネットワーク化・オープン化されて API＊ 4

連携が可能になり、ブロックチェーン（分散
型台帳技術）＊ 5 等でトレーサビリティ＊ 6 や
セキュリティを担保した情報管理ができる
ようになってきました。ついては「つなぐ」
方法が多様化し、お客さまから新たな価値
を求められるようになりました。
　そこで、インテックは「つなぐ」の先にあ
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インテック 執行役員
情報流通基盤サービス事業本部長

飯沼正満

Interview

文・大矢雪世　撮影・住友一俊
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インテックは1987年にEDIサービスの提供
を開始し、幅広い業界のお客さまの「つなぐ」
基盤を支えてきました。しかし 2024 年に
ISDNの「ディジタル通信モード」が終了する
ことで、EDIを取り巻く環境も大きく変わろ
うとしています。そこで 2019 年 4 月、イン
テックは情報流通基盤サービス事業本部を
立ち上げ、新たな情報流通プラットフォーム
の可能性を追求しています。その取り組みに
ついて、執行役員情報流通基盤サービス事
業本部長の飯沼正満に聞きました。



る「ひらく」「変える」に取り組むため、これま
での EDI 事業部を発展させる形で、情報流
通基盤サービス事業本部を立ち上げました。

― 情報流通基盤サービス事業本部は、こ
れからどんな役割を果たそうとしているので
すか。
　私たちの定義としては、「データ」はあく
まで事実を記録したもの。そのデータを加
工、分析し、意味づけを行うことで「情報」
になります。
　新たなサービスモデルを創出する上で、
社会課題に焦点を当ててその課題解決を図
ることは重要ですが、「データ」のままでは
社会変革を行うことはできません。データ
を意味づけし、適切に「情報」へ変えること
で、業務プロセス改善や課題解決につなげ
る。そうして世の中を豊かにすること、「ひ

らく」「変える」ことが私たちの役割だと考
えています。

人員不足が深刻化する	
物流業界の効率化を図る

― その足がかりとして、どんなことに取り組
もうとしているのですか。
　社会にはさまざまな課題がありますが、
私たちが着目したのは物流業界です。「ロジ
スティクス4.0」というキーワードがありま
すが、物流業界の発展を4段階に分けると、
下の図のようになります。
 　日本の物流業界の現状は、中小物流企業
まで含めると、まだロジスティクス 2.0 で
あると言えます。また、受発注に活用され
る商流データと出荷指示に活用される物流
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＊1
同じ業界の企業等（メーカー、卸業
者、小売業者等）を通信ネットワー
クで結んで電子的に受発注、出荷、
請求・支払い等の情報交換を可能
にする仕組み。

＊2
電子データ交換（Electronic Data 
Interchange）の略。受発注、出荷、
請求・支払い等のデータを通信回
線を通じて電子的に交換すること。

＊3
2018年に策定された3カ年計画。

「豊かなデジタル社会の一翼を担
う」をインテックの使命としている。

＊4
Appl icat ion Programming 
Interfaceの略。コンピュータプログ
ラムの機能やデータなどを、他のプ
ログラムから呼び出して利用するた
めの手順等。API連携とは、APIを
利用して複数のプログラムを連携さ
せること。

＊5
データを分散させて保存する新しい
形のデータベース。仮想通貨の基
盤となったほか、ID管理やトレーサ
ビリティへの利用が期待されている。

＊6
履歴の記録・管理によって生産・
流通等の過程が追跡可能なこと。
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ロジスティクス
1.0

ロジスティクス
2.0

ロジスティクス
3.0

ロジスティクス

（20世紀～） （1960年代～） （1980年代～）
4.0

輸送の機械化

・ トラックや鉄道による
陸上輸送の高速化・
大容量化

・ 汽船や機船の普及に
よる海上輸送の拡大

荷役の機械化

・ 自動倉庫・自動仕分
けなどの実用化

・ 海上輸送のコンテナ化
による海陸一貫輸送の
実現

物流管理の
システム化

・ WMS や TMSに よ る
物流管理のシステム化

・ NACCSによる通関や
各種手続処理の自動
化

IoTやAIなどによる
省人化・標準化

・ 倉庫ロボットや自動運
転などの普及による省
人化

・ サプライチェーン全体
で物流機能がつながる
ことでの標準化

出所：ローランド・ベルガー

ロジスティクスにおけるイノベーションの変遷

インテック 執行役員
情報流通基盤サービス事業本部長　
飯沼正満



データの関係性が希薄であり、各データ
フォーマットも標準化されていないため、
商流データを物流の効率化に活用できてい
ないのです。
　そのような中、物流業界は労働人口の減
少による人員不足やドライバーの高齢化に
より、特に中小企業は厳しい状況下に追い
やられています。地域によっては、中小物
流会社が統合によって経営強化、業務効率
化を図るケースも出てきました。メーカー
側からは、繁忙期や短納期に物流業者を確
保できず、営業マンが社用車を出して卸売
業者に納入するといった話が聞こえてきま
す。あるメーカーは、「物流業者に選ばれる
会社になる」と掲げてパレタイズ＊ 7 を含め
た社内物流（倉庫内、配送）業務の改革を始
めました。それだけ需要と供給のバランス
が崩れている状況なのです。
　そこで私たちが考えたのは、私たちの得
意とする消費財業界を軸に業界共通の課題
を抽出し、ユースケースを考察して新たな
技術（ブロックチェーン、API 等）を用いた
データ共有基盤、すなわち情報流通プラッ
トフォームを作ることです。
　たとえば消費財を例に考えると、ドラッ
グストアでシャンプーが売れると、店頭
POS データに「シャンプーが 1 つ売れた」
と記録され、店頭在庫が 1 つ減ります。そ
の時点では、物流データに変動はありませ
ん。ドラッグストアのバイヤーがシャン
プーを補充しようと卸売業者に発注し、
シャンプーが発送される段階で初めて物流
データに登録されます。けれどもし、シャ
ンプーが売れた段階でそのデータが物流
データと連動していれば、そのシャンプー
がどれほど流通在庫に残っているかを把握
し、品薄になっているようなら直ちにメー
カーが追加生産をかけることも可能です。
早い段階から物流手段を確保できれば、在
庫が適切に卸売業者へ、そしてその先の小
売店へ配分され、品切れを防ぐことができ
るのです。
　つまり、データを意味づけ、その他さま
ざまなデータと掛け合わせて分析すること
で、消費財の物流を最適化することが可能
になります。

― 懸念事項はありますか。
　データの標準化やオープン化、および利
用に関しては、国レベルでの議論や法整備
が必要となります。たとえば、アメリカでは
物流業界の DX（デジタルトランスフォー
メーション）が進み、トラックに GPS が搭
載され、物流データがオープン化されて配
送状況が追跡できるようになっています。
というのも、アメリカではトレーラー輸送
が主流で走行距離も長いため、道中に契約
外のアクシデントが発生することがありま
す。その場合に企業間が紛争になるのを避
けるため、荷受けや荷下ろし、輸送にかか
る時間などを実際にかかった時間ベースで
管理できるよう、データが可視化されてい
るのです。可視化によって決済もスムーズ
に行われるようになり、コスト削減が図ら
れるようになりました。また、食品安全性
を担保するため、ウォルマートなど小売業
者の働きかけで、ブロックチェーン技術を
活用したサプライチェーンシステム＊8 を構
築し、トレーサビリティを実現する動きも
本格化しています。
　日本においても、中央省庁、業界 VANを
含めた各種団体、企業が課題解決に向けて
取り組みを始めています。新たな法整備、
業務プロセス改善によって新たな技術が活
用され、社会実装が始まっていくはずです。
 

お客さまとともに	
より価値ある情報基盤を

― 新たな情報流通基盤サービスを社会実
装するため、何に重点的に取り組みますか。
　まずはインテックの強みである業界VAN
を軸に、日用雑貨、加工食品の物流課題に
焦点をあて、課題の整理とユースケースの
想定、データの標準化と可視化、ブロック
チェーン等の新たな技術と実装に向けた可
能性を検証し、システムの効率化、利便性
の向上を図っていきたいと考えています。
それがうまくいけば、他業界にも横展開で
きるかもしれません。
　余 談 で は あ り ま す が、EDI プ ラ ッ ト
フォームは「がんばる運用」、つまり 24 時
間365日、常にスクランブル体制で保守運

＊8
サプライチェーン（原材料から部品
製造、加工、組み立て、在庫管理、
流通、販売に至る供給の連鎖）全
体からなるシステム。

＊7
パレットに荷を積み上げ、まとめる
こと。
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用しています。けれどもこれからますます
労働人口が減少していく中で、そういった
大変な仕事は誰もやりたがらなくなってし
まう。そうならないためにも、「がんばらな
くても業務が回せる」システム構築を行わ
なければなりません。
　また「2025 年の崖」と言われているよう
に、経済産業省のDXレポートにおいて、日
本企業のDXが進まなければ、2025年以降、
最大で年間12 兆円の経済損失が生じる可
能性があると指摘されています。EDIを取り
巻く環境においても、加入電話網（PSTN）
の IP 網移行に伴い、2024 年に ISDN サー
ビスが終了するため、レガシー手順からイ
ンターネット手順への切り替えが必要にな
ります。また、2,000 を超える企業で基幹
系システムに利用されている「SAP ERP」
は、2025年にサポートが終了します。日本
全体として、2025 年に向けて何に取り組
むべきか、大きな岐路に差し掛かっている

のです。

― そんな中、インテックは今後どのような
戦略を考えているのでしょうか。
　先ほど申し上げた通り、私たちは新たな
技術を活用して、より使いやすい情報基盤
を構築していくつもりです。EDIエンジンは
現在 3 世代目ですが、遠隔地での二拠点並
列稼働を実現する第 4 世代のエンジンを稼
働させ、より信頼性を高めていきます。また、
API マネージメントを効率的に行う EAI
サービス基盤の提供開始も予定しており、
旧来の「つなぐ」エンジンを強固にします。
新たなチャレンジとして、ブロックチェー
ンを適用した情報流通プラットフォームの
サンプルモデルの開発も進めています。
　インテックは、よりセキュアに、トレーサ
ビリティを担保しながら、お客さまととも
に社会課題を解決できるようなサービスを
提供していきたいと考えています。
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情報

情報

インテックの強みである業界 VANと共に新たな「つなぐ」基盤を構築し、社会課題を解決する。

世界の動き

社会課題の解決

SDGs GDPR規制

Society5.0 ロジスティクス4.0

法改正・規制強化

働き方改革 改正物流
総合効率化法 GDP対応

情報流通
プラットフォーム

ドライバー高齢化と
人材不足

倉庫での
待ち時間の解消

日本の物流の最適化

オープンデータ

環境対策
（CO2 削減）

トラック積載率の
低下（小型化）

情報銀行

データ流通

REASAS

IoT

各種統計

国際貿易可視化と
効率化

消費材
（食品／日用品）

物流の最適化

医薬品物流
可視化

・ 

社
会
課
題
を
解
決
す
る
様
々
な

　情
報
を
発
信
す
る

情
報
倉
庫

情報

・ ブロックチェーンを用いた透
明性かつ改竄不可能なデー
タ共有基盤

・ オープンデータとIoTデータ
とAPI（標準化）連携

・ 国際準拠で構築

倉庫／
トラックセンサー
データ
API連携

情報流通プラットフォームによる物流課題改善（例）



「うまい、やすい、はやい」で 
世界の人々の「食」を支える

　吉野家ホールディングス（以下吉野
家HD）は昨年に創業120周年を迎えた
牛丼の「吉野家」を軸に飲食店経営を
行っています。
　傘下に株式会社吉野家のほか、セル
フ式讃岐うどん店「はなまるうどん」を
展開する株式会社はなまる、ステーキ・
しゃぶしゃぶ店経営の株式会社アーク
ミール、鮨のテイクアウト店や回転寿司
店を経営する株式会社京樽の4 社をは
じめとして、43のグループ会社を擁し、
国内のみならず、アメリカ、アジア諸国
を中心に世界23のエリアに出店してい
ます。
　グループの総店舗数は国内外合わせ
て 3,453 店（2019 年 10 月現在）。「う
まい、やすい、はやい」という吉野家の
コンセプトが示す品質の高さ、効率性、
迅速性にこだわり、世界の人々に日本
の手軽で美味しい「食」を提供し続けて
います。

グループ会社数の増加とともに 
間接部門の業務負担が増大

　吉野家 HDでは財務会計システムを
バージョンアップするとともに、これま
でバラバラだったグループ各社との間
で勘定科目を統一し、会計システムそ
のものの統合・共通化を行いました。
　背景には、グループ会社数の増加に
伴う財務・経理業務の負担増がありま
した。連結会社が増えて連結決算、連結
納税などが複雑化する中、業務プロセ
スは旧会計システムが稼働した 2003
年時のままで、スタッフの仕事量は増
える一方でした。
　同社執行役員グループ財務経理本部
長・鵜澤武雄氏は、3 つの大きな課題
があったと語ります。
 「1つ目は、グループ主要4社で勘定科
目 が 統 一 さ れ て い な い た め、 同 一
フォーマットの資料では単純な業績比
較ができなかったことです。2 つ目は、
グループ各社で会計システムが異なる
ため、データ連携にはその都度作り込

みの手間がかかっていたこと。3つ目は、
業務プロセスが標準化されていないた
め、吉野家 HD の財務経理部門でもグ
ループ各社ごとの専任スタッフが必要
だったことです」

本部業務の改革プロジェクトを開始 
業務の標準化、システム統合へ

　これらの課題を抜本的に解決するた
め、同社では 2017 年度末から本部業
務の改革プロジェクトを開始します。こ
の改革プロジェクトの一環として、グ
ループ各社の勘定科目共通化と財務会
計システムの統合化がスタートしまし
た。
　新たな会計システムに求められる第
1条件はグループで共通利用できるこ
と、第 2 の条件は業務の負荷に耐えう
ることでした。吉野家HDでは1カ月あ
たり約200万件の仕訳明細の処理が求
められます。これだけ膨大な数の処理
実績があるパッケージシステムは少な
く、最終的には旧会計システムで使用
していた「SuperStream-Core」＊1を最

CLIENT      TODAY デ ジ タ ル 変 革 を と も に 進 め る

本部業務の効率化を目指し、
グループ各社の会計システムを統合・共通化
株式会社 吉野家ホールディングス

牛丼の「吉野家」を中心に外食チェーンストアを展開する吉野家ホールディングスは、
インテックをパートナーとして本部業務改革の一環であるグループ各社の会計システムを統合・共通化しました。
文・上田純美礼　撮影・加藤昌人

Process

勘定科目共通化・
財務会計システム統合

解決策

20％の業務効率化を
達成見込み

成 果

グループ各社で勘定科目、会
計システム、業務プロセスが
不統一。そのため業務が煩雑
で非効率

課 題
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新版の「SuperStream-NX」＊2 にバー
ジョンアップし、これをグループ共通の
新システムのベースにすることとしま
した。
　新会計システムの開発にあたっては、
業務の標準化を進めながらグループ共
通で利用できるシステムを設計し、各
社向けに追加で開発するのは必須機能
のみとする基本方針を立てました。要
件定義の段階からグループ各社の現場
リーダーに参加してもらい、新しい業務
フローや運用手順書を作成しました。
システム移行に際してはパッケージ標
準の移行ツールを使うことで、安全か
つ短期間で行うことを目指しました。

インテックのサポートを受けて 
予定通り新会計システムへ移行

　今回SIerとしてインテックを選んだ
理由について鵜澤氏はこう語ります。
 「われわれがインテックを知ったのは
1998年に電子帳票システム『快速サー
チャー』を導入した時でした。以来、何
か問題が起きてもインテックは会社を
あげてサポートしてくれるという信頼
感があり、今回もそれが決め手になりま
した」
　旧システム構築から16 年が経過し、
吉野家HDにもインテックにも当時を知
る担当者が残っていないことが不安要
素だったそうですが、インテックのサ
ポートで移行作業はスケジュール通り
に進みました。
 「新システムはクラウド運用に変わり、
レスポンスに遅延が生じる心配もあり
ましたが、インテックの力を借りて十分
な事前検証とチューニングができまし

た。インテックの組織力と技術力には
あらためて感謝しています」と鵜澤氏は
言います。

20%の業務効率化の目標を 
今年度中には達成

　同社の業務改革プロジェクトでは、
人員削減とコスト削減による20%の効
率化を目標としました。徹底的な無駄
の排除と業務プロセスの見直し、会計
システムの統合による相乗効果により
今年度末には目標達成の見込みです。
　今後は経費精算や電子請求書とのシ

ステム連携による自動化も視野に入れ
ています。
 「業務改革によって社員の時間を作り
出すのは会社の役割です。少なくとも
管理職については通常業務にかかる時
間を6割に減らし、残りの2割は新制度
への対応や業務改革、2 割は働き方改
革に充てて、財務・経理をやり甲斐の
ある仕事にしていきたい。さらなる業務
効率化を目指す上でも、インテックの
協力をこれからも期待しています」と、
鵜澤氏は締めくくります。
＊1＊2　いずれもスーパーストリーム株式会社の製品です。

社名：株式会社吉野家ホールディングス

設立：1958年12月27日

本社：東京都中央区日本橋箱崎町36番2号 Daiwaリバーゲート18階

従業員数：388人（単独、2019年1月現在）

店舗数：3,453店（グループ合計、2019年10月現在）

CLIENT PROFILE

統合前のシステム構成

統合後のシステム構成

株式会社吉野家ホールディングス
執行役員グループ財務経理本部長
鵜澤武雄氏
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  　Startup の分類と成長

　Startupは「拡張性のあるビジネスモデルを模索し、効

果的に開発、検証する企業、プロジェクト」と定義されて

います。私たちが一般的に使う“Startup”は名詞であり、

頭の中でStartup companyと変換するとわかりやすいで

しょう。一方で“start up”は「新しいビジネスを立ち上げ

る、機械を起動する」という句動詞になるので、多くの日

本の企業はstart upするcompanyという立場になります。

　Startupはまだ事業を世に広める途中のため、外部から

資金を調達する必要があります。Startupは資金調達の規

模（ラウンド）に応じてPre-seed、Seed、Series A、B、C

……といった成長段階（ステージ）に分類されますが、生

き残っていくのは非常に難しく、1,000 社の「Seed」の中

から「Series C」までたどりつくのは、1社あるかないかと

言われています。しかし、成功するStartupの成長スピー

ドは驚くほどです。

　IITが2017年8月初旬にSeries Aの段階で販売代理店

契約を締結したAI・M/L（機械学習）プラットフォームを

手掛けるStartupは、当時 40名弱だった従業員が今では

350名を超えるまでになっています。

  　 急成長した Startup との変わらぬ関係

　シリコンバレーでは大型投資やM＆ Aが話題になりが

ちですが、IIT ではこれまで投資はしていません。お金の

関係がないとお付き合いは難しいのでしょうか。前掲の

AI・M/Lプラットフォームを手掛けるStartupとIITの関

係をご紹介します。

　出会った時の彼らはまだSeries Aであり、展示会では2

畳ほどのスペースにブースを構える小さな会社でした。そ

れが今ではロンドン、ニューヨーク、サンフランシスコで

単独のカンファレンスを開催し、各会場で 500 人以上を

集客する企業に成長しました。カンファレンスのプログラ

ムには、Uberがキャンセル顧客を減らすための新サービ

ス、Facebookがユーザーの怪しい行動を把握する仕組み、

Squareが顧客のカード利用分析と顧客誘導にAI・M/Lを

活用している事例がありました。これだけのビッグネーム

を集められる力を持ったこのStartupは、AI・M/Lのリー

お金より信頼がものを言う
Startupとの付き合い方

2010 年以降、日系企業のシリコンバレー進出は増加の一途をたどり、現在では 1,000 社弱が駐在しています。
その目的は、主に米 Startupとの協業です。
インテックが 2015 年に設立した IIT は、日本の SIerとしてどのように Startup に接してきたのでしょうか。

INTEC Innovative Technologies USA, Inc.　
Director, Chief Operating Officer
坂田繁明

Silicon Valley Today 第 5 回
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ベイエリアの日系企業

出典：JETRO「ベイエリア（北カリフォルニア）日系企業実態調査」2018年版
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/2018/28f024321155
7f33/survey2018.pdf
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としても、誠心誠意、一生懸命説明して信頼してもらう努

力を見せたからこそ、成長後も変わらずに接してもらえる

のかもしれません。

　この努力は、日本にいらっしゃるお客さま、パートナー

各社さまからの厳しくも温かいご指導の中で培ったSIer

ならではのもので、IIT の強みを最大限に発揮できた例と

言えるでしょう。

　現在、IIT ではブロックチェーンとセキュリティ技術に

も注目しています。ブロックチェーン分野で特殊技術を持

つSeries AのStartup、Cryptowerk（https://cryptowerk.

com/）とは、カンファレンスで共同プレゼンを行うなど、

良い関係を構築しています。このケースでも、やはりIIT

が技術を正確に理解してサンプル・プログラムを開発し、

誠心誠意の対応をしながらSIerとしての強みを披露した

ことが、信頼につながったと考えています。

　Startupには、技術は優れていても、ユースケースや拡

販のアイデアが少ない場合があります。IITは、このような

Startupには日本での収益モデルを提案し、戦略及び技術

面でパートナーになることを目指しています。また、日本

にいらっしゃるお客さま、パートナー各社さまとともに、

新しいビジネスモデルを創造する日本のリーディング

Start up companyでありたいと考えています。

ディングカンパニーの1社になったと言えるでしょう。

　私は 2 年前にニュ ーヨークで初めて開催されたカン

ファレンスと、先日サンフランシスコで開催されたカン

ファレンスに参加しました。2年の月日を経て、登壇者に

有名企業が並び、会場に生バンド演奏が入るようになっ

たのを目の当たりにすると、感慨深いものがあります。と

同時に、会場で参加者に囲まれ、挨拶の順番待ちが発生し

ているStartupの役員を見て、遠くに行ってしまったよう

な寂しさも覚えました。

　彼らにはとても近付けるような状態ではなかったので、

挨拶は諦めようとしたその時、驚くべきことが起こりまし

た。十数メートル離れている私を見つけて、向こうから歩

み寄ってきてくれたのです。彼らはこれだけ大きく成長し

た後も私のことを覚えており、「日本に展開できたことを

嬉しく思っている」と言ってくれました。

  　 万国共通、重要なのは信頼関係

　IITでは特別なことはしていないのに、なぜ覚えていて

くれたのでしょう。あえて言うなら、優れた技術を持ちつ

つも日系企業からコンタクトを受けていない起業初期段

階のStartupにまで調査対象を広げ、リストアップしたこ

とでしょうか。

　当初、彼らを訪問して面会した際には、IIT 独自の視点

で競合ソリューションと比較した結果を伝え、日本市場へ

の適用可能性が充分にあることを説明しました。特に製品

については、機能だけでなく使っている技術を正確に把

握し、その技術を採用している背景も理解しようと努力し

ました。これが良かったのかもしれません。Startupは技

術に自信をもっていることが多く、技術面で共感してくれ

る相手に出会えることは嬉しいことなのでしょう。

　たとえ言語の問題でコミュニケーションに難があった

資金調達額
（平均）

企業価値評価
（平均）

年間収益
（平均） おもな投資家 製品 知的財産

Pre-seed 100万ドル
以下 100万〜300万ドル - 友達、家族、Startup育成機関

など なし なし

Seed 170万ドル 300万〜600万ドル 6万ドル early-stageに投資する機関投
資家、Startup育成機関など

最小限実行可能
製品（MVP）、β版 独自のものあり

Series A 1,050万ドル 1,000万
〜1,500万ドル 120万ドル 機関投資家 全機能リリース 独自のものを確立

（特許など含む）

Series B 2,490万ドル 3,000万
〜6,000万ドル 550万ドル late-stageに投資する機関投

資家など 機能UP

Series C + 5,000万ドル 1億〜1.2億ドル 1,000万ドル
以上

late-stageに投資する大規模な
機関投資家、未公開株式投資
会社、ヘッジファンド、銀行など

資金調達額とステージを定義する方法は複数あるが、過去にその会社が調達した金額が最も重要視される。収益などの大まかな目安は平均値を取るのが一般的。
表はMedium（https://medium.com/）、CP Ventures（https://cp.ventures/）、Carta（https://carta.com/）、equidam（https://www.equidam.com/）のBlog記事を参考に作成

Startupの成長ステージ

Cryptowerkとの共同プレゼン後、同社メンバーとの集合写真

early-stage

late-stage
exit

（株式公開、
M&A）
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最新のニュース＆トピックスをお伝えしますToday’s Topics

お問い合わせ先
ネットワーク＆アウトソーシング事業本部
事業推進部
https://www.einswave.jp/
TEL：045-451-2398
E-mail：net_info@intec.co.jp

　インテックと TIS は、2019 年 11 月 1
日、プラットフォーム事業のビジネス強化
を目的に、両社の自社クラウドサービス、
ネットワークサービスおよびデータセン
ターサービスを「EINS WAVE（アインス
ウェーブ）」ブランドに統合しました。今後
はグループ全体のサービスをわかりやすく、
最適なかたちでお客さまにご提案できるよ
う、ブランディングやプロモーション活動
をインテック、TIS共同で推進していきま
す。なお、サービスの運営は引き続き各社
にて実施します。
 「EINS WAVE」は、いつでも、どこでも、
誰もが、自由にコンピュータの恩恵を受け
られる社会の実現を目指し、その理想をカ
タチにしたソリューション群です。データ
センター、ネットワーク、クラウド環境は
もちろん、その運用までをワンストップで
ご提供し、お客さまのビジネス変革に貢献
してまいります。

グループのプラットフォーム事業を
「EINS WAVE（アインスウェーブ）」ブランドに統合

※「マネージド型仮想デスクトップサービス」は、日本マイクロソフト株式会社のクラウドプラットフォーム「Microsoft Azure」、シトリックス・システムズ・ジャパン株式会社の仮想デスク
トッププラットフォーム「Citrix Cloud」を採用しています

お問い合わせ先
ネットワーク＆アウトソーシング事業本部
事業推進部
TEL：045-451-2398
E-mail：net_info@intec.co.jp

　インテックは、月額利用型の「マネージ
ド型仮想デスクトップサービス」を2020
年1月より提供開始しました。
　仮 想 デ ス ク ト ッ プ サ ー ビ ス（DaaS：
Desktop as a Service）は、自宅 PC、ス
マートフォン、タブレットなどさまざまな
デバイスから時間や場所に縛られず、同じ
デスクトップ環境にリモートアクセスでき
るサービスです。データをローカルに保持
せずセキュリティが確保されることから、
働き方改革の一環であるテレ
ワークを推進する技術として
注目されています。通常、導
入には時間とコストがかかり、
運用面の課題がありますが、

「マネージド型仮想デスク
トップサービス」はクラウド
サービスのため、サーバ購入
等の初期投資は不要であり、
利用者数に応じた月額固定料
金ですぐに利用開始できます。
煩雑な Windows アップデー

テレワークを後押しする月額利用型の
「マネージド型仮想デスクトップサービス」を提供開始

トや、安定稼働のための運用・監視はイン
テックが請け負うため、管理者の運用負荷
を軽減します。また、インテックの統合ロ
グ管理ソフトウェア「LogRevi」と組み合
わせることで、仮想デスクトップサービス
の稼働状況を取得し、ユーザ利用状況を把
握することも可能です。
　インテックは、お客さまの要件に合わせ
てカスタマイズ可能な、オーダーメイド型
の仮想デスクトップサービスの提供も予定

しており、今後もサービスの拡充に努めて
まいります。

サービスマップ
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お問い合わせ先
先端技術研究所
TEL：076-444-8012
E-Mail：korenanimemo_support@intec.co.jp

お問い合わせ先
公共ソリューション営業部
TEL：03-5665-5131
E-mail：agri-support-uketsuke@intec.co.jp

お問い合わせ先
第一金融ソリューション事業本部
金融事業企画部
TEL：03-5665-5166
E-mail：training_fsd1@intec.co.jp

　インテックは、1990年代後半より国か
ら委託を受け、全国の地域農業再生協議会
の業務をシステム化しています。全国の協
議会のご意見・ご要望を取り入れた「地域
農業情報活用支援システム」は、協議会が
担う各種補助金申請の事務処理を正確に遂
行できるようサポートし、さらに水田台帳
として情報管理の役割も果たしています。
　2018年度から従来のDVD版に代わり、

クラウド版の提供を開始しました。これに
伴い、制度改正のたびに行っていたシステ
ムのインストールが不要となり、常に最新
のシステムを利用できるようになりました。
　クラウドの接続プランとしては、J-LIS

（地方公共団体情報システム機構）が運営す
るLGWAN（総合行政ネットワーク）も選択
できるため、導入する協議会も増え、2019
年度の全国シェアは6割を超えました。

　インテックは、国や自治体の政策動向を
注視しながら、今後もシステムの拡充を
図ってまいります。

「地域農業情報活用支援システム」全国の地域農業再生協議会の 6 割で採用

　インテックは、視覚障がい者が身の回り
品を管理することをサポートするiPhone
用アプリ「これなにメモ」の無料提供を開始
しました。「これなにメモ」は、視覚障がい
のあるインテックの技術者が、自身の使い
やすさを基準に企画・開発を行いました。
　視覚障がい者は、形の似ているものを手
触りだけで区別することができません。「こ
れなにメモ」は、画像処理と音声読み上げ
技術によって、それが何であるかを教えて
くれます。たとえば、財布の中の大量の
カードについて、カードの写真と情報をあ
らかじめ「これなにメモ」に登録しておけば、
iPhone のカメラでカードを写すと「〇〇
カード」と読み上げてくれるので、必要な
カードを選ぶことができます。
 「これなにメモ」は、視覚障がい者がご自身
で撮影できるように、2種類の効果音でガ
イドします。撮影は何もない机の上などで

行うことを想定していますが、
机を写すと低いゆっくりとした
効果音、カードやCDなど、もの
を写すと高く速い効果音が出る
ため、高く速い効果音を合図に
撮影します。また、区別したい
ものをカメラで写す際には、登
録した画像の一部でも写ってい
れば認識できるため、ピンポイ
ントで狙う必要がありません。
すべての操作は、iPhone付属の

「ボイスオーバー」（画面の文字
列を読み上げる機能）に対応しています。
　インテックは、今後も「これなにメモ」利
用者からの声を収集してアプリの改良を続
けるとともに、アクセシビリティやバリア
フリーを考慮したサービスの提供を行って
まいります。

視覚障がい者の身の回り品管理をサポートするアプリ
「これなにメモ」を提供開始

　インテックは、次世代の金融システムの
開発・保守を担う人材育成を目的としたエ
ンタープライズ向け研修サービスとして、

「IT・ビジネス研修」の提供を開始しまし
た。
　現在、FinTechの代表技術として注目を
浴びているブロックチェーンを学習する
コース、基幹系システムの開発・保守で利
用されている PL/I・COBOL を学習する
コース、金融システム開発に必要な業務知
識とシステムとの関係性を学習する金融業
務コースの3つを開講しています。これま
でにブロックチェーンコースは3社、PL/I

コースは1社のお客さまに受講いただきま
した。今後も、研修コースは順次追加して
いく予定です。
　インテックは、長年の金融システム開発
で培ったノウハウを生かし、最新技術を活
用できるデジタル人材の育成、および基幹
システムの安定稼働に貢献できる人材の育
成に努めてまいります。

次世代の金融システム人材の育成を目的とした「IT・ビジネス研修」を提供開始
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Social contributions

Management

　男女トランポリン日本代表のオフィシャ
ルトップスポンサーであるインテックは、
2019 年 11 月 28 日（ 木 ）〜 12 月 1 日

（日）に東京都江東区・有明体操競技場で
開催された「第 34 回世界トランポリン競
技選手権大会」に協賛しました。
 「第34回世界トランポリン競技選手権大
会」は、1984年の大阪開催以来、35年ぶ
りに日本で開催された世界選手権です。個
人、シンクロナイズド、タンブリング、ダ

　インテックは、2021年にTIS と共同で、
東京都江東区に建設中の「豊洲ベイサイド
クロスタワー」に新オフィスを開設します。
これにともない、東京本社ビルの入居部門
を豊洲と西新宿オフィスへ移転します。 
　インテックは、新拠点の開設を機に「ABW

（Activity Based Working：時間と場所を
自由に選択できる働き方）」を導入し、さら
なる働き方改革を推進します。

ブルミニトランポリンの4種目と団体戦が
行われ、日本代表選手はシンクロナイズド
で男女共に金メダル、女子団体で金メダル、
女子個人で金、銀メダルを獲得する活躍を
見せてくれました。
　12月1日には当社の福利厚生活動とし
て、社員および家族のために同大会の観戦
ツアーを行いました。有明体操競技場は、
2020 年東京オリンピックでトランポリ
ン・体操・新体操競技が行われることが決

定しています。ツアーに参加した社員は、
競技はもちろん、普段入ることができない
競技場のバックヤード見学などを楽しみま
した。
　インテックは、トランポリン競技の普及
に貢献するとともに、選手の皆さまを応援
していきます。

　東京地区のTIS・インテックのオフィス
を豊洲と西新宿に集約することで、グルー
プ間のコミュニケーションを促進し、グルー
プシナジーの強化、構造転換の加速、および
グループガバナンスの強化を図ります。

「第 34 回世界トランポリン競技選手権大会」にオフィシャルスポンサーとして協賛

東京地区新オフィスの開設と東京本社ビル移転

豊洲ベイサイドクロスタワー外観イメージ

日本代表選手（左：宇山芽紅選手、中央：岸彩乃選手、右：上山容弘選手） 女子個人表彰式（左：土井畑知里選手、中央：森ひかる選手）

日本代表選手（左：堺亮介選手、右：田﨑勝史選手） 「世界トランポリン」ポスター
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地域生涯学習の草分け

　富山大学の一角で行われる「富山
インターネット市民塾」の講座の一つ、

「めだかの学校」に、参加者が続々と
集まってきた。平日午後のためか多
くが 70 歳以上のシニアだが、皆、自
身の iPad を持ち寄り、わからないこ
とを解決したい、こんなことができる
ようになりたいと目的意識をもって
学びに来る。
　富山大学の学生も講師として参加
しているが、市民塾創設者の山西潤
一さんは「この講座の特徴は講師が
一方的に知識を与える講義形式では
なく、先生や生徒を固定せず、わかる
人がわからない人に教える学び合い
方式であること」と語る。
　市民塾の前身は、1998 年に当時富
山大学教授であった山西さん、富山
県の富山県民生涯学習カレッジ、イン
テックの 3 者が共同で始めた、ネット
を活用した生涯学習の実証事業。事
業終了と同時に「インターネット市民
塾」として出発し、以後 20 年以上も
活動を続けている。地域における生涯
学習事業の草分けともいえる存在だ。
　山西さんは富山を拠点に、教育に
テクノロジーをどう活用するかを考
える教育工学の研究者として実践的
かつ先駆的な研究を展開してきた。
 「この研究を始めた 1980 年代後半
は『教師と生徒の人間的な絆にコン
ピュータを介在させるなんてとんで
もない。教育を勉強し直せ』とずいぶ
ん批判を受けました」とのこと。
　しかし山西さんが目指していたの
はコンピュータに教師の代わりをさ
せることではなく、生徒がコンピュー
タを使って自分の考えを確かめたり、
創作表現活動をする使い方。ICT は

あくまで“道具”に過ぎない、と山西
さんは強調する。
　ほどなくインターネットが勃興す
るが、その時も山西さんが追求した
のは、ネットを仮想空間として使うの
ではなく、リアルな人と人をつなぐた
めに使うこと。ネット経由で海外と富
山の小学校との距離を超えた交流を
行うなど、さまざまな可能性を探るう
ちに、山西さんは、知の交流の場とし
ての新しい生涯学習を形成するネッ
トの可能性に気づいた。

誰もが社会にアウトプットを

　それまでの生涯学習といえば、教
養を身につけて心豊かな人生を送り
ましょう、という思想で設計されたも
のが ほとんど。対して山 西さんは、

「専門家から非専門家への一方通行
の知識伝達ではなく、誰もが知恵や
知識を発信し共有し、新たな知を創
造する協働的な学びの場」というまっ

たく新たな概念を打ち出した。シェア
リングエコノミーという概念も言葉
もなかった時代。山西さんの先見の
明は抜きん出ていた。
 「市民塾は『知のフリーマーケット』
なんです。知識を得ると同時に、それ
ぞれが持っている知恵を社会に対し
てアウトプットする場でもある。地域
や世代間の結びつきが希薄になって
きている現代、おいしい漬物の作り
方を近所のおばあちゃんに教えても
らう機会や、町の歴史に詳しいおじ
さんに話を聞きながら街歩きをする
機会など、なかなか得られないもの
です。しかしネットを使えば、地域で
埋もれていた知恵や知識を可視化し、
分け合うことができるのです」
　結果的に市民塾はいま、高齢者の
社会参画を促す場にもなっている。
教育現場での ICT 活用や地域コミュ
ニティの希薄化、少子高齢化……。そ
の時代時代における社会課題に、市
民塾は新たな解を呈示し続けている。

地域の知恵を分かち合える場を
ICTを活用して作り上げる

山西潤一
 氏

富山インターネット市民塾代表

富山のイノベーター
2

1950年富山県生まれ。富山大学名誉教授。専門は教育工学。富山県民生涯学習カレッジ、インテックとと
もに立ち上げた「富山インターネット市民塾」は、文部科学省のインターネット活用教育実践コンクールで
内閣総理大臣賞を受賞（2002年）

文・江口絵理　撮影・柴佳安
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